
６．事業内容 ラオスにおいて障害者の社会参加は様々なバリア（物理的・心理的バリア）

によりなかなか実現せず、障害者が地域社会で生活するためには機会不平等

が存在し様々な困難が伴う。障害者の社会統合・社会的自立を考える時、最

も重要なのが障害者の就労機会の創出であるが、ラオスの障害者就労の現状

は厳しく、全国的にみても障害者就労達成率は２パーセントにも満たない。

多くの障害者は働きたくても就職の機会がなく、手に職のある障害者でさ

え、就労や自営を達成するための資金不足の悩みを抱えている。また、起業

のノウハウもなく、就労準備が滞り、働く意欲を失くし挫折する若い障害者

が後を絶たない。この現状を改善するためには、障害者の就労分野における

「成功した起業ロールモデル」を作ることが重要であり、若い障害者にその

「ロールモデル」を目指すことをエンパワーし当団体の障害者就労支援プロ

グラムを通じて社会自立を促進していくことを当事業の目標としている。 

 

第１期の第１業種「ラオス障害者就労支援事業―車椅子及び福祉リハビリ

機器の製造・修理・販売事業」に続き、第２期は第１期第１業種「車椅子及

び福祉リハビリ機器の製造・修理・販売事業」に更に職種を広げ、「美容・

ベーカリー」部門を新設した。第３期は更に上記「車椅子及び福祉リハビリ

機器の製造・修理・販売事業」「美容・ベーカリー部門」に加え、「IT印刷」

部門を創設し、上記 3業種の職業訓練・就労支援を行う。 

 

第 3 期は「車椅子及び福祉リハビリ機器の製造・修理・販売事業」のタイ

人専門家派遣の研修を 2回予定している。また、職業訓練ワークショップで

は第２業種「美容・ベーカリー」を引き続き研修を行うが、同時に第 3業種

の「IT印刷」にも力を入れる。第２業種、第３業種それぞれ各 3回のタイ人

及び日本人専門家による研修を予定している。第 3期もラオスの障害者に対

し、当団体独自の就労支援プログラム（仮想就労・仮想店舗の場を用いなが

らのＯＪＴトレーニング）を実施し、実際のビジネスに近い形で研修生に職

業・就労訓練を提供しながら障害者就労機会の向上のための支援を継続して

いく。また、起業ノウハウや経営管理指導等も講習という形で定期的にラオ

ス人指導員を中心に行っていく。研修生はラオスの他県よりも募り、各出身

地域にも障害者の起業を目指し、ロールモデルを作ることを目標とする。以

下は第３期の育成する研修生の数である。 

 

①車椅子製造・修理・販売、福祉リハビリ機器製造訓練 

３期目（訓練生 12 名、うち、養成する指導員３名） 

②美容、ベーカリー、IT 印刷 

３期目（各分野に訓練生 18 名、うち、養成する指導員各 2名） 

 

第３期目も障害者の就労・起業へのラオス社会、特にビジネス業界への理解

促進・啓発を目的に地方都市で１回、首都ビエンチャンで１回、計２回就労

促進セミナーを行う予定である。 

 

●タイ人及び日本人の専門家派遣 

IT 印刷に関しては、日本人の専門家で社会福祉士として日本の IT 印刷関

連の小規模授産所（障害者の働く場）の立ち上げや運営等の経験を持つ専門



家を指導員として招聘する予定である。また第１業種、第 2業種ではタイ人

専門家も指導員として招聘する。美容・ベーカリーでは引き続き日本から山

野美容学校卒業で東京の一流美容院でヘア・ドレッサーとして活躍する専門

家を派遣し、ベーカリーに関してもクッキー製造分野では日本人のパティシ

エを派遣し指導を行い、クッキー販売指導分野ではメコン地域で障害者クッ

キー販売経験のあるタイ人専門家（ソーシャル・ワーカー）を招聘する予定。 

 

●障害者の就労機会としての社会的ニーズへの対応 

 

日本の障害者就労促進や職業訓練等を担う施設として「小規模授産施設」

という施設があり、その数は 150 箇所といわれる。障害者がその施設で技術

訓練を受けながら仕事をし工賃を得ている。「印刷」事業は日本の障害者職

業訓練の創設期（60 年前）を支えた中心的な職業訓練分野であり、特に身体

障害者に向けた職業訓練として多くの成功例を持つ。特に、東京の授産施設

で、印刷事業のビジネスを拡大し、大きな収益を上げ障害者の社会的自立に

多大に貢献している施設をモデルに、第３期目の IT 印刷事業の職業訓練・

就労支援を行っていく。 

 

現在は印刷事業のほとんどがコンピューター化されており、IT 技術の取得

が必須となっている。ラオスではシクード障害者職業訓練学校に IT ビジネ

スコースがあり、多くの障害者がそのコースを受講しているが、卒業後はな

かなか起業や就労に結びつかない。これは、ラオスではたくさんのウエブサ

イト会社やコンピューターによる印刷・デザイン会社がひしめいていること

が一因である。このような状況の中で、健常者が大勢を占める IT 分野で障

害者が競争に勝ち抜くためには IT＋αのアイデアと技術が必須であり、当職

業訓練では IT 印刷（ラベルやパッケージデザイン、ウエブデザイン、名刺

デザイン等）で日本の技術、デザイン力を積極的に研修生に指導し、ラオス

にはない高品質と洗練されたデザイン技術を日本人指導者により習得させ

起業に導く。また、起業のために必要なビジネス・ノウハウのトレーニング

も併せ行っていく。 

 

基本的に IT 印刷の研修は既存の職業訓練ワークショップで訓練を行うこ

ととし、ラオス障害者協会、シクード障害者職業訓練学校と協力、連携しな

がら研修生を募り技能訓練を行っていく。 

 

７．これまでの成果、

課題・問題点、対応策

など 

① これまでの事業における成果（実施した事業内容とその具体的成果） 

 

第１期目は第 1業種である「車椅子製造・修理・販売、福祉リハビリ機器

製造訓練」であったが、研修期間中、期間後も目標とした研修生総数の 60％

の就労率を達成するために、車椅子・福祉機器製造修理以外の仕事について

も一般の民間会社や工場、店舗への就職活動支援もニーズに合わせ積極的に

行ってきた。研修生３５名のうち、就職・起業の実績数は一般就労１０名（バ

イク修理店、コンピュータ修理会社、アクセサリー加工店、日用雑貨販売店、

アパレル工場）、修理店など起業４名（車椅子修理、携帯電話修理・ＴＶ修

理等）、自宅などでの店の手伝い、店先での修理屋（バイク修理等）など８

名、独立起業（車椅子修理等）５名（第５回研修生が訓練中）、自宅に戻り、



修理屋など起業及び起業準備が８名である。このように高い就職・起業率を

達成できた背景には、シークッド障害者職業訓練学校により紹介された研修

生の技能レベルがもともと高かったこともあるが、何よりも今までラオスに

は存在しなかった当会就労支援センターが取り入れた仮想店舗によるOJT方

式と顧客との実際の取引をビジネス訓練に取り入れた新しいタイプの職業

訓練によるところが大きく、研修生は実際のビジネスの場で仕事に対するモ

チベーションを上げ、就労・起業への意識が大いに高まった。また、職業訓

練と同時に起業のためのノウハウ指導や経営管理講座の開催なども行った

ことも、現実に即した起業技術を習得するため効果的であった。 

 

当センターは、ビエンチャン唯一の車椅子修理・販売や福祉リハビリ機器を製

造（訓練）・販売する店舗であることからも、その存在が多くの顧客の知るとこ

ろとなり、ホームページの創設、病院など医療機関の訪問などＰＲにも力を入れ、

また、立地という面でもセンターがビエンチャンの最も交通量の多い繁華街に位

置しているため、多くの人にセンターの存在がアピールできている。福祉関係の

リハビリ機器（簡易なもの：車椅子や杖、歩行器、介助補助器機など）が大幅に

不足し、国外からの輸入に頼っている状態であることからも、ラオス国内で障害

当事者であるラオスの障害者が起業するための職種としては大変ニーズに即し

た事業である。車椅子修理や購買、レンタルや福祉機器の製造依頼（ウォーカー

や杖など）等を求め顧客が当センターを訪れることは、実際に製造・修理技能訓

練を受けている研修生にとって、大きなモチベーションとなり、就労意欲の増進

に寄与している。また、ＯＪＴとしては最も優れた実際のビジネストレーニング

を、当センターで顧客相手に行えることは研修生にとって大変有益な機会となっ

ている。 

 

第 2 期目は上記第 1 業種の研修に加え、第 2 業種である「美容・ベーカリー

訓練」を行っている。第 2 期第１回車椅子製造研修生 6 名のうち 1 名が当セ

ンターのワークショップでの車椅子製造修理訓練を継続、3 名が就業し、2

名をシークッド職業訓練校に紹介し、現在、職業訓練校で学んでいる。卒業

後は就労し（就労率 50％）、第１回美容研修生 6 名のうち 3 名が仮想店舗で

OJT を継続、3 名は一般就労した（1 名、ラオス障害者協会専任スタッフ、2

名はアクセサリー等を売る小売業で就労率 50％)。第１回ベーカリー研修生

5 名のうち 3 名が当センターのワークショップで OJT を継続し、2 名が自宅

に戻り、就業している。(就労率 40％)。また第２回美容研修生 6名のうち 2

名が仮想店舗で OJT を継続、3名が故郷に戻り起業し（美容関係）、1名が地

方の故郷に戻り障害者当事者協会（LDPA）地方支部に就職した(就労率 66％)。 

 

美容の OJT 実施中のビエンチャン仮想店舗には近隣の住人を中心に、1月

現在で延べ 692 人の来客があり、継続的に充実した OJT を行う環境が構築で

きた。障害を持つ女性たちが立ち上げた美容院としてビエンチャンで口コミ

評判となっている。また、本仮想店舗を通じて障害のない一般の地元の人々

が障害当事者と関わることにより、障害者との相互理解、社会啓発の場とし

て本美容院は機能している。研修生の障害種別は聴覚障害者、ポリオ、脳性

まひ、車椅子利用者と多岐にわたり、女性障害者の就労は男性に比べてまだ

まだ困難な場面も多々あるものの、当研修生が研修を通じて女性障害者のロ

ールモデルとして活き活きと仕事をし、経済的自立の喜びを見出している。



      

研修生を通じて本事業の意義も多くのラオスの障害者の知るところとなり、

研修に参加したいと希望する女性障害者からの問い合わせが多くある。 

 

また、クッキー製造・販売に関しても、日本人パティシエから指導された

日本の高品質でおいしいクッキーのレシピを女性障害者達がしっかりと守

り、習得した製造工程を頑なに守ってクッキーを作り続けている。数種の異

なるレシピからなる味や形も習得し、質の高いクッキーが定期的に焼けるよ

うになった。ラオス独特の食材も取り入れ（パパイヤやタマリンドウ等のフ

ルーツ）、パッケージにもこだわり、今までラオスでは販売されたことのな

いクッキーをラオス障害者の手により見事に作り出すことができるように

なった。販売チーム（４名）が日々様々なラオスの商店、土産屋、レストラ

ンやカフェにセールスに出かけ販路拡大に努力している。一般のラオス人が

経営する商店等でも快くクッキーを置かせてもらえることが多く、この販売

促進の活動の過程こそがラオスにおける広い意味での障害者の社会自立の

啓発活動にもなっている。当会が目指す目標である障害者の社会経済自立を

達成するためにはラオス社会の理解が必要不可欠であり、その目標に一歩も

二歩も近づいているような手応えを感じている。今後は大手のホテル等でも

販売させてもらうよう交渉予定である。 

 

第 3 期終了後の事業の継続性としては、当会 ADDP も引き続きカウンター

パートであるラオス障害者協会（LDPA）と緊密に連携しながら、当事業の強

みである「仮想店舗による OJT 方式と顧客との実際の取引をビジネス訓練に

取り入れた新しいタイプの職業訓練」形式を維持し、当事業の過去の研修生

であり既に起業を達成し独立店舗を持ちビジネスを成功させている障害当

事者のロールモデル指導員（LDPA メンバー）による OJT 形式の職業訓練を堅

持し更なる障害者起業家を全国規模で育成する。優秀且つ起業に向けた強い

意志を持つ研修生に対しては個々のビジネスプランを厳密に審査した後、起

業のための運転資金として当会独自のマイクロクレジットローン貸し付け

を行い起業の後押しを行う予定である。 

 

② これまでの事業を通じての課題・問題点 

研修生の募集に関し、今までは広報や口コミ等でやる気のある研修生を首

都ビエンチャン中心に募ってきたが、今後はクッキー販売等の全国的な展開

も鑑み、他県からも研修生を集め、研修を行っていくことが重要と考える。

しかし、他県への障害当事者にアプローチするためにはまずは中央のラオス

障害者協会の紹介が必須となるが、同協会にとっても、研修生の候補になり

うる全国的な障害者の実態を把握することは容易ではない。 

 

③ 上記②に対する今後の対応策 

当会現地スタッフが他県に赴き、当会事業の紹介を兼ねて地方のラオス障

害者協会事務所を訪問し、研修生候補者の紹介を受けた後、当会現地駐在員

による面会を経て選抜するように致したい。 


